
下 水 道 事 業 特 別 会 計



議案第　２０　号

 (総　則)

第１条 令和２年度国東市下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

 (業務の予定量)

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 戸

(２) ｍ3

(３) ｍ3

(４)

千円

千円

 (収益的収入及び支出)

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

　第１款 下水道事業収益 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

支　　　出

　第１款 下水道事業費用 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

　　第４項 千円

　営業外費用

２３１，９０８

１９，３９１

１０，０００

８５１，３５０

２

          令和２年度　国東市下水道事業特別会計予算

主要な建設改良事業

接 続 戸 数

一 日 平 均 排 水 量

　営業収益

管 路 建 設 改 良 費

処理場建 設改 良費

１，４８６，９４０

４，８４０

１８１，３１０

４，０７３

４７，８２２

年 間 総 排 水 量

１，０８３，２６０

　特別利益

　営業外収益

　営業費用

１，０８３，２６０

９６２，９６７

９０，９０２

　特別損失

　予備費
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 (資本的収入及び支出)

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２８２，７８２千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，３４５千円、引継金２４，５１４千円、当年度分損益勘定留保資金

　２４１，９２３千円で補てんするものとする。)。

収　　　入

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

　　第４項 千円

　　第７項 千円

支　　　出

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第４項 千円

　　第６項 千円

（特例的収入及び支出）

第４条の２　 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び

　未払金の金額は、それぞれ３５，１３０千円及び４６，６４９千円である。

　負担金等 １１，７６７

　基金積立金 ４，４４６

　建設改良費

　企業債償還金

　基金繰入金

　予備費

７９５，５６８

２０４，５８０

３９２，９９０

２，０００

１３６，０３７

２

資本的支出

３９６，１３２

５１２，７８６

１６０，４００　企業債

　補助金

資本的収入

　出資金
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（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 (企業債)

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

下水道事業債

公共下水道事業

下水道事業債

特定環境保全公共下水道事業

過疎対策事業債

公共下水道事業

過疎対策事業債

特定環境保全公共下水道事業

 (一時借入金)

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 営業費用と営業外費用

利　率

５．０ ％ 以内
１３，８００千円

起債の目的

ストックマネジメント更新事業

事　項

令和３年度

期　間 限　度　額

１９２，０００千円

起債の方法

証書借入

限度額 償還の方法

ただし、財政上の都合等により据
置期間及び償還期限を短縮し、ま
たは繰上償還もしくは低利に借り
換えることができる。

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
ものについては、利
率見直し後の利率）

６６，７００千円

１３，６００千円

６６，３００千円

借入先の貸付条件による。
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 (議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(１) 職員給与費 千円

 (他会計からの補助金)

第10条 下水道事業の運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８８，９６２千円である。

（重要な資産の取得及び処分）

第11条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

1 取得する資産

令和２年　２月２５日 提　 出

国東市長  三 河 明 史

８０，６１３

購入予定額

機械及び装置

種　類

移動脱水車

名　称

１６５，０００千円
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予算に関する説明書

１ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予算実施計画 　５　頁

２ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 　７　頁

３ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予算給与費明細書 　９　頁

４ 債務負担行為に関する調書 １５　頁

５ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予定開始貸借対照表 １６　頁

６ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予定貸借対照表 １９　頁

７ 令和２年度国東市下水道事業特別会計に関する注記 ２２　頁

参考資料

１ 令和２年度国東市下水道事業特別会計予算実施計画明細書 ２５　頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



収益的収入及び支出
収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：千円）
予 定 額 備　考

１ 下水道事業収益 1,083,260
１ 営業収益 231,908

１ 下水道使用料 231,900
３ その他の営業収益 8

２ 営業外収益 851,350
１ 受取利息及び配当金 1,138
２ 他会計補助金 88,962
３ 国県補助金 3,308
５ 他会計負担金 380,730
６ 消費税及び地方消費税還付金 2
７ 長期前受金戻入 377,204
９ 雑収益 6

３ 特別利益 2
２ 過年度損益修正益 2

支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　
　（単位：千円）

予 定 額 備　考
１ 下水道事業費用 1,083,260

１ 営業費用 962,967
１ 管渠費 80,221
２ 処理場費 64,568
３ 総係費 51,519
４ 船団事業費 106,671
５ 減価償却費 659,986
７ その他営業費用 2

２ 営業外費用 90,902
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 66,900
２ 消費税及び地方消費税 24,000
３ 雑支出 2

３ 特別損失 19,391
４ 過年度損益修正損 400
５ その他特別損失 18,991

４ 予備費 10,000
１ 予備費 10,000

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出
収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：千円）
予 定 額 備　考

１ 資本的収入 512,786
１ 企業債 160,400

１ 建設改良費等の財源に充てる 160,400
ための企業債

２ 補助金 204,580
１ 国県補助金 204,580

３ 負担金等 11,767
１ 受益者負担金 300
２ 分担金 801
３ 下水道船団事業負担金 10,666

４ 出資金 136,037
１ 他会計出資金 136,037

７ 基金繰入金 2
１ 基金繰入金 2

支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　
　（単位：千円）

予 定 額 備　考
１ 資本的支出 795,568

１ 建設改良費 396,132
１ 管路建設改良費 47,822
２ 処理場建設改良費 181,310
３ 固定資産購入費 167,000

２ 企業債償還金 392,990
１ 企業債償還金 392,990

４ 基金積立金 4,446
１ 基金積立金 4,446

６ 予備費 2,000
１ 予備費 2,000

款 項 目

款 項 目
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(単位：円)

　　　　　　　　１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

 当年度純利益 21,905,000

 減価償却費 659,986,000

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4,370,000

 法定福利費引当金の増減額（△は減少） 855,000

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 146,000

 長期前受金戻入額 △ 377,204,000

 受取利息及び受取配当金 △ 1,138,000

 支払利息 66,900,000

 未収金の増減額（△は増加） △ 6,520,000

 特定収入額仮払消費税 △ 18,698,000

 未払金の増減額（△は減少） △ 17,619,840

 小計 332,982,160

 利息及び配当金の受取額 1,138,000

 利息の支払額 △ 66,900,000

 業務活動によるキャッシュ・フロー 267,220,160

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書

〈間接法〉

(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)
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　　　　　　　  ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △ 360,132,000

 国県補助金等による収入 204,580,000

 負担金による収入 10,798,000

 基金の積立による支出 △ 4,446,000

 基金の取り崩しによる収入 2,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 149,198,000

　　　　　　　  ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 160,400,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 392,990,000

 他会計からの出資による収入 136,037,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 96,553,000

資金の増加額（又は減少額） 21,469,160

資金期首残高 36,033,000

資金期末残高 57,502,160
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１． 総    括

特別職
(人)

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

0 11 (1) 2,173 34,651 26,356 63,180 17,433

－ － － － － －

0 11 (1) 2,173 34,651 26,356 63,180 17,433

※ 法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む。

※ （　　）内は短時間勤務職員で内数。

扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 賞与引当金繰入額 管理職員特別 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）

1,324 1,020 2,120 385 15,567 4,370 20 425

－ － － － － － － －

1,324 1,020 2,120 385 15,567 4,370 20 425

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職
(人)

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

0 10 (0) 0 34,651 25,899 60,550 16,972

－ － － － － －

0 10 (0) 0 34,651 25,899 60,550 16,972

※ 法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む。

※ （　　）内は短時間勤務職員で内数。

扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 賞与引当金繰入額 管理職員特別 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）

1,324 1,020 2,120 385 15,265 4,215 20 425

－ － － － － － － －

1,324 1,020 2,120 385 15,265 4,215 20 425

職　員　数

一般職
(人)

手当の内訳

区　分
住居手当

（千円）

－

1,125

一般職
(人)

職　員　数

住居手当

（千円）

1,125

1,125

合　計
（千円）

本年度 77,522

前年度 －

77,522

本年度

前年度

－

手当の内訳 本年度

前年度

比　較

区　分

比　較

区　　　　分

給　　与　　費 ※法　定
福利費等
（千円）

1,125

－

比　較

80,613

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予算給与費明細書

区　　　　分
※法　定
福利費等
（千円）

合　計
（千円）

給　　与　　費

本年度

前年度

比　較

－

80,613

－
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　イ　会計年度任用職員

特別職
(人)

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

0 1 (1) 2,173 0 457 2,630 461

－ － － － － －

0 1 (1) 2,173 0 457 2,630 461

※ 法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む。

※ （　　）内は短時間勤務職員で内数。

扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 賞与引当金繰入額 管理職員特別 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）

0 0 0 0 302 155 0 0

－ － － － － － － －

0 0 0 0 302 155 0 0

２． 給料及び手当の増減額の明細

－

－

－

－

－

0

本年度

前年度

手当の内訳

区　分
住居手当

（千円）

0

－

比　較

前年度 －

比　較 3,091

給　　与　　費 ※法　定
福利費等
（千円）

合　計
（千円）

本年度 3,091

職　員　数

一般職
(人)

－

手当 －

増　減　事　由　別　内　訳
　　　　　　　　　　(千円)

説　　明
増 減 額
(千円)

区分

給与改定に伴う増減分 地方公営企業法適用初年度のため増減なし。

昇給に伴う増加分 同　上

その他の増減分 同　上

制度改正に伴う増減分 同　上

その他の増減分 同　上

給料 －

区　　　　分

備　　考
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３． 給料及び手当の状況

(１) 職員１人当たり給与

(２) 初　　任　　給

高 校 卒

大 学 卒

154,900 154,900 154,900 154,900

188,700 － 188,700 －

区　　　分
一般事務職

(円)
技能労務職

(円)

一 般 会 計 の 制 度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

平成３１年１月１日現在

平均給料月額(円) － －

平均給与月額(円) － －

平 均 年 齢 (歳) － －

区　　　　　　　　分 一般事務職 技能労務職

令和２年１月１日現在

平均給料月額(円) 341,471 －

平均給与月額(円) 395,155 －

平 均 年 齢 (歳) 43.49 －
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(３) 級別職員数

級

７ 級 (0) (0) (0) (0)

６ 級 (0) (0) (0) (0)

５ 級 (0) (0) (0) (0)

４ 級 (0) (0) (0) (0)

３ 級 (0) (0) (0) (0)

２ 級 (0) (0) (0) (0)

１ 級 (0) (0) (0) (0)

計 (0) (0) (0) (0)

７ 級 - - - - - -

６ 級 - - - - - -

５ 級 - - - - - -

４ 級 - - - - - -

３ 級 - - - - - -

２ 級 - - - - - -

１ 級 - - - - - -

計 - - - - - -

　　　　　（　　）内は、再任用短時間勤務職員で外数

(級別の基準となる職務)

区　　　分

- - 計

- - ２ 級

- - １ 級

平成３１年１月１日現在

- - ７ 級

- - ６ 級

- - ５ 級

- - ４ 級

- - ３ 級

令和２年１月１日現在

７ 級

1 14.2

１ 級

7 100.0 計

区　　　　分
一　般　事　務　職 技　能　労　務　職

職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

３ 級

６ 級

2 28.6 ５ 級

2 28.6 ４ 級

2 28.6 ３ 級

２ 級

一般事務職

課長、参事又は課長補佐の職務

職　　　　　務

主事の職務

主任の職務

主査の職務

副主幹又は係長の職務

主幹の職務

困難な業務を行う課長又は参事の職務

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

職務の級

１ 級

２ 級
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(４) 昇給

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

(５) 特殊勤務手当

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (％) - - -

前
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) - - -

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) - - -

号給数別内訳

- -

- - -

-

- - -

- - -

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (％) 100.0 100.0

10 10

区　　　　　分 合　計 一般事務職 技能労務職

本
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) 10 10

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 10 10

号給数別内訳

区　　　　分 全 職 種 一 般 事 務 職 技 能 労 務 職

 給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） - -

 代表的な特殊勤務手当の名称 - -

 支 給 対 象 職 員 の 比 率    （％）
（令和2年1月1日現在）

- -

 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
 平  均  支  給  月  額        （円）

- -
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(６) 期末手当・勤勉手当

６月(月分)

2.250

（1.175）

2.250

（1.175）

　　（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支　給　率　等 24.586875 無 Ｒ2.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 無 Ｒ2.1.1現在

(８) その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

区　　　分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)

定年前早期退職者特例措置
（2～45％加算）

定年前早期退職者特例措置
（2～45％加算）

47.709

47.709

33.27075

33.27075

47.709

47.709

退職時
特別昇給

備　考
３５年勤続の者

(月分)
最高限度
(月分)

その他の加算措置等

同 -

同 -

同 -

同 -

4.500

（2.350）
有

備　考
支 給 率 計
（月分）

　　職制上の段階、職務の
　　級等による加算措置

4.500

（2.350）
有

－－

区　　　分

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

１２月(月分)

2.250

（1.175）

2.250

（1.175）

支　給　期　別　支　給　率

－ －
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（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 国庫補助金 企業債
損益勘定

留保資金等

105,600 4,400
ストックマネジメント
更新事業

192,000 － － 192,000令和３年度 82,000
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(単位：円)
１固定資産

(１)有形固定資産
ｲ) 土　地 621,416,847
ﾛ) 建　物 456,990,196

　減価償却累計額 △ 0 456,990,196
ﾊ) 構築物 12,506,468,780

　減価償却累計額 △ 0 12,506,468,780
ﾆ) 機械及び装置 846,446,117

　減価償却累計額 △ 0 846,446,117
ﾎ) 車両運搬具 5,354,164

　減価償却累計額 △ 0 5,354,164
ﾍ) 工具、器具及び備品 2,375,992

　減価償却累計額 △ 0 2,375,992
ﾄ) 建設仮勘定 0
有形固定資産合計 14,439,052,096

(２)無形固定資産
ｲ) 電話加入権 5,328,000
無形固定資産合計 5,328,000

(３)投資その他の資産
ｲ) 基金 218,575,000
投資その他の資産合計 218,575,000

固定資産合計 14,662,955,096

２流動資産
(１)現金・預金 36,033,000
(２)未収金 35,130,000

未収金貸倒引当金 0 35,130,000

流動資産合計 71,163,000

資産合計 14,734,118,096

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予定開始貸借対照表
(令和２年４月１日)

資　産　の　部
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(単位：円)
３固定負債

(１)企業債
ｲ) 建設改良費等の財源に 3,083,026,742

充てるための企業債
企業債合計 3,083,026,742

固定負債合計 3,083,026,742

(単位：円)
４流動負債

(１)一時借入金 0
(２)企業債

ｲ) 建設改良費等の財源に 392,984,816
充てるための企業債

企業債合計 392,984,816
(３)未払金 46,649,000
(４)未払費用 0
(５)前受金 0
(６)引当金

ｲ) 賞与引当金 0
ﾛ) 法定福利費引当金 0
引当金合計 0

(７)預り金 0

流動負債合計 439,633,816

５繰延収益
(１)長期前受金 7,151,582,862
(２)長期前受金収益化累計額 △ 0

繰延収益合計 7,151,582,862

負債合計 10,674,243,420

負　債　の　部
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(単位：円)
６資本金 3,712,767,397

７剰余金
(１)資本剰余金

ｲ) 国庫補助金 310,708,434
ﾛ) 他会計補助金 36,398,845
資本剰余金合計 347,107,279

(２)利益剰余金
ｲ) 当年度未処分利益剰余金 0
利益剰余金合計 0

剰余金合計 347,107,279

資本合計 4,059,874,676

負債資本合計 14,734,118,096

資　本　の　部
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(単位：円)
１固定資産

(１)有形固定資産
ｲ) 土　地 621,416,847
ﾛ) 建　物 456,990,196

　減価償却累計額 △ 21,648,000 435,342,196
ﾊ) 構築物 12,506,468,780

　減価償却累計額 △ 391,394,000 12,115,074,780
ﾆ) 機械及び装置 846,446,117

　減価償却累計額 △ 241,685,000 604,761,117
ﾎ) 車両運搬具 5,354,164

　減価償却累計額 △ 4,819,000 535,164
ﾍ) 工具、器具及び備品 2,375,992

　減価償却累計額 △ 440,000 1,935,992
ﾄ) 建設仮勘定 360,132,000
有形固定資産合計 14,139,198,096

(２)無形固定資産
ｲ) 電話加入権 5,328,000
無形固定資産合計 5,328,000

(３)投資その他の資産
ｲ) 基金 223,019,000
投資その他の資産合計 223,019,000

固定資産合計 14,367,545,096

２流動資産
(１)現金・預金 57,502,160
(２)未収金 41,650,000

未収金貸倒引当金 △ 146,000 41,504,000

流動資産合計 99,006,160

資産合計 14,466,551,256

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資　産　の　部
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(単位：円)
３固定負債

(１)企業債
ｲ) 建設改良費等の財源に 2,837,918,558

充てるための企業債
企業債合計 2,837,918,558

固定負債合計 2,837,918,558

(単位：円)
４流動負債

(１)一時借入金 0
(２)企業債

ｲ) 建設改良費等の財源に 405,503,000
充てるための企業債

企業債合計 405,503,000
(３)未払金 29,029,160
(４)未払費用 0
(５)前受金 0
(６)引当金

ｲ) 賞与引当金 4,370,000
ﾛ) 法定福利費引当金 855,000
引当金合計 5,225,000

(７)預り金 0

流動負債合計 439,757,160

５繰延収益
(１)長期前受金 7,348,262,862
(２)長期前受金収益化累計額 △ 377,204,000

繰延収益合計 6,971,058,862

負債合計 10,248,734,580

負　債　の　部
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(単位：円)
６資本金 3,848,804,397

７剰余金
(１)資本剰余金

ｲ) 国庫補助金 310,708,434
ﾛ) 他会計補助金 36,398,845
資本剰余金合計 347,107,279

(２)利益剰余金
ｲ) 当年度未処分利益剰余金 21,905,000
利益剰余金合計 21,905,000

剰余金合計 369,012,279

資本合計 4,217,816,676

負債資本合計 14,466,551,256

資　本　の　部
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Ⅰ．重要な会計方針

　当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　建物　　　　　　　　２～５０年

　構築物　　　　　　　２～５０年

　機械及び装置　　　　２～２０年

　車両運搬具　　　　　　２～７年

　工具、器具及び備品　２～１０年

(２) 重要なリース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡

２．引当金の計上方法

(１) 退職給付引当金

　下水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等による

追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(２) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

令和２年度　国東市下水道事業特別会計に関する注記
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(３) 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

(４) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、見込額を計上している。

３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(１) 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

１．企業債の償還に係る他会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

　他会計が負担すると見込まれる額は２，５６５，５４６千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示

１．報告セグメントの概要

　　国東市下水道事業特別会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を

　決定していることから、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業

特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、汚水等を処理する業務

市街地等における、汚水等を処理する業務

事　業　の　内　容
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２．報告セグメントごとの営業収益等

　令和２年度（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

（単位：千円）

特別利益

特別損失

△ 731,569

41,258

14,466,551

10,248,735

573,327

659,986

2

495,658

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

項　目
特定環境保全
公共下水道事業

公共下水道事業 合計

60,276

237,366

150,552

705,031

210,828

942,397

168,374

164,328

1

7,133

△ 177,090

8,158

4,328,095

2,980,425

10,138,456

7,268,310

1

12,222 19,355

△ 554,479

33,100

404,953
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(単位：千円)

節 予定額

１ 下水道事業収益 1,083,260
１ 営業収益 231,908

１ 下水道使用料 下水道使用料 231,900 【公共】下水道使用料 66,300
【特環】下水道使用料 165,600

３ その他の営業収益 8

手数料 6

雑収益 2

２ 営業外収益 851,350

１ 受取利息及び配当金 基金利息 1,138
２ 他会計補助金 他会計補助金 88,962 【公共】他会計補助金 28,003

【特環】他会計補助金 60,959
３ 国県補助金 県補助金 3,308
５ 他会計負担金 他会計負担金 348,328 【公共】他会計負担金 94,592

【特環】他会計負担金 253,736

下水道船団事業負担金 32,402

６ 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税還付金 2
還付金

７ 長期前受金戻入 377,204
国庫補助金 264,499
他会計負担金 89,137
受益者負担金 5,855
受益者分担金 9,393
下水道船団事業負担金 8,320

９ 雑収益 6
延滞金 4
その他雑収益 2

３ 特別利益 2
２ 過年度損益修正益 2

過年度損益修正益 2

令和２年度　国東市下水道事業特別会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　考
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(単位：千円)

節 予定額

１ 下水道事業費用 1,083,260
１ 営業費用 962,967

１ 管渠費 80,221
給料 11,899
手当等 6,082 扶養手当 458

住居手当 588
通勤手当 507
時間外勤務手当 760
児童手当 285
期末手当 2,013
勤勉手当 1,471

賞与引当金繰入額 1,748
法定福利費 3,397 共済組合費
法定福利費引当金繰入額 345
退職手当組合負担金 1,851
備消品費 400
修繕費 4,000
被服費 45
通信運搬費 2,852
手数料 1,200 清掃等手数料 1,200
委託料 14,695 自家用電気工作物保安業務委託料 100

実施設計委託料 1,000
マンホールポンプ保守点検委託料 13,595

賃借料 820 機械器具借上料 800
配電盤設置用地等借上料 20

工事請負費 11,000
路面復旧費 4,000
動力費 14,687
材料費 1,200

２ 処理場費 64,568
備消品費 400
燃料費 800
光熱水費 112
修繕費 4,000
通信運搬費 137
手数料 550 草刈・樹木剪定等作業手数料 550
保険料 308 災害保険、建物共済等 308

支　　　出

款 項 目 備　考
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節 予定額

委託料 24,386 自家用電気工作物保安業務委託料 660
実施設計委託料 1,000
汚泥等処理委託料 20,389
全リン・全窒素廃液処理委託料 284
消防用設備保安委託料 95
処理場清掃委託料 182
処理場植栽管理委託料 1,300
処理場施設等管理委託料 476

工事請負費 11,000
動力費 22,875

３ 総係費 51,519
給料 13,653
手当等 6,689 扶養手当 252

住居手当 201
通勤手当 397
時間外勤務手当 1,000
児童手当 120
期末手当 2,726
勤勉手当 1,993

賞与引当金繰入額 1,018
法定福利費 3,872 共済組合費
法定福利費引当金繰入額 200
退職手当組合負担金 2,221
報償費 200
旅費 300 普通旅費
備消品費 1,100
燃料費 300
印刷製本費 1,150
修繕費 1,000
被服費 105
通信運搬費 900
手数料 1,240 公金収納手数料 660

預貯金等調査手数料 50
車検・定期点検手数料 20
メーター等取付手数料 510

款 項 目 備　考
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節 予定額

保険料 55 自動車保険料 50
検針員等保険料 5

委託料 9,081 納付書等印刷封入業務委託料 587
下水道台帳システム等保守等 1,670
業務委託料
公営企業会計システム保守 440
業務委託料
経営戦略策定支援業務委託料 6,300
下水道メーター検針委託料 84

賃借料 50 通行料及び駐車料
公課費 9 自動車重量税
負担金 7,730 研修負担金 300

下水道協会等負担金 150
水道事業負担金 7,280

貸倒引当金繰入額 146
材料費 400
貸倒損失 100

４ 船団事業費 106,671
報酬 2,173
給料 9,099
手当等 5,045 扶養手当 614

住居手当 336
通勤手当 116
時間外勤務手当 360
児童手当 20
期末手当 1,973
勤勉手当 1,221
管理職手当 385
管理職員特別勤務手当 20

賞与引当金繰入額 1,604
法定福利費 3,200 共済組合費 2,764

社会保険料 436
法定福利費引当金繰入額 310
退職手当組合負担金 1,216
旅費 27 普通旅費 1

費用弁償 26
備消品費 559

款 項 備　考目
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節 予定額

燃料費 265
光熱水費 870
修繕費 2,636
通信運搬費 604
手数料 225 車検・定期点検手数料 133

フォークリフト検査手数料 81
廃車手数料 11

保険料 216 自動車保険料 216
委託料 64,490 処理場維持管理委託料 54,100

水質検査委託料 3,000
日本下水道事業団技術援助委託料 1,370
全リン・全窒素測定器点検委託料 6,020

賃借料 412 コピー機リース料 8
テレビ受信料 14
移動脱水車フェリー使用料 390

公課費 183 自動車重量税
薬品費 13,537

５ 減価償却費 659,986
有形固定資産減価償却費 659,986 建物減価償却費 16,165

構築物減価償却費 391,394
機械及び装置減価償却費 247,168
車両運搬具減価償却費 4,819
工具、器具及び備品減価償却費 440

７ その他営業費用 2
雑支出 2

2 営業外費用 90,902
１ 支払利息及び企業債 66,900

取扱諸費 企業債利息 66,480
一時借入金利息 420

２ 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税 24,000
３ 雑支出 その他雑支出 2

3 特別損失 19,391
　 ４ 過年度損益修正損 過年度損益修正損 400

５ その他特別損失 その他特別損失 18,991 消費税及び地方消費税 14,000
（前年度分）
賞与引当金（前年度分） 4,170
法定福利費引当金（前年度分） 821

4 予備費 10,000
１ 予備費 10,000

予備費 10,000

款 項 目 備　考
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(単位：千円)

節 予定額

１ 資本的収入 512,786
１ 企業債 160,400

１ 建設改良費等の財源に 160,400
充てるための企業債 建設改良費等の財源に充てる 160,400 【公共】下水道事業債 13,800

ための企業債 【特環】下水道事業債 66,700
【公共】過疎対策事業債 13,600
【特環】過疎対策事業債 66,300

２ 補助金 204,580
１ 国県補助金 204,580

国庫補助金 204,580
３ 負担金等 11,767

１ 受益者負担金 300
受益者負担金 300

２ 分担金 801
分担金 801

３ 下水道船団事業負担金 10,666
下水道船団事業負担金 10,666

４ 出資金 136,037
１ 他会計出資金 136,037

他会計出資金 136,037 【公共】他会計出資金 45,779
【特環】他会計出資金 90,258

７ 基金繰入金 2
１ 基金繰入金 2

基金繰入金 2

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　考
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(単位：千円)

節 予定額

１ 資本的支出 795,568
１ 建設改良費 396,132

１ 管路建設改良費 47,822
委託料 20,800 実施設計委託料
賃借料 320 積算システム賃借料
補償金 2 移設補償費
工事請負費 26,700 汚水管渠布設等工事 5,700

管渠等更新工事 21,000
２ 処理場建設改良費 181,310

旅費 250 普通旅費
委託料 174,060 生活排水処理施設整備構想 5,060

策定業務委託料
し尿受入施設整備構想策定 11,000
業務委託料
ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ更新工事委託料 158,000

工事請負費 7,000 処理場設備工事
３ 固定資産購入費 167,000

機械及び装置 165,000 移動脱水車
工具、器具及び備品購入費 2,000 船団備品

２ 企業債償還金 392,990
１ 企業債償還金 392,990

建設改良費等の財源に充てる 392,990
ための企業債償還金

４ 基金積立金 4,446
１ 基金積立金 4,446

基金積立金 4,446
６ 予備費 2,000

１ 予備費 2,000
予備費 2,000

款 項 目 備　考
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